
志摩市内地域包括支援センター運営業務委託プロポーザル方式審査要項 

 

１．審査の対象者 

 本プロポーザル方式の審査対象となる事業者は、参加申込書及び提案書を提出した参

加者に限る。なお、参加申込書及び提案書を提出した者が１者の場合でも、本プロポー

ザル方式の審査は実施する。 

 

２．審査の方法 

（１）志摩市が設置した「志摩市内地域包括支援センター運営業務委託プロポーザル

方式選定委員会」（以下「委員会」という。）が参加者の審査を行う。 

（２）評価基準（評価項目、配点等）は、別紙のとおりとする。 

（３）審査は、委員会の各委員が、参加者ごとに、評価項目に対して評価点を付与す

る。 

（４）各委員の評価点から、評価項目ごとに平均値を算出（少数点第一位以下切捨）

し、各評価項目の平均値を合算した総得点の最も高い参加者を受託候補者として

決定する。 

なお、総得点が同点の場合は、「設置の趣意、運営方針及び業務内容」の評価

点が高い参加者を受託候補者として決定する。「設置の趣意、運営方針及び業務

内容」の評価点も同じ場合は、委員長の決するところとする。 

（５）参加者が１者のみの場合における当該１者、参加者が複数の場合における順位

が最上位の者又は契約交渉相手方に選定された者が契約を締結しなかった場合、

もしくはその他権利を失った場合における次点者及びそれ以降の者は、次の得点

要件を満たしたときに契約交渉相手方として決定する。 

  ①総得点が６０点以上であること。 

 

３．審査 

（１）提案書、ヒアリングによって、審査を実施する。 

（２）次のいずれかに該当する場合は審査対象から除外する。 

  ①事業費の見込額が委託料の上限額を超えている場合 

②提案書について、定めた提出方法、提出先、期限に適合しない場合 

  ③提案書の提案内容に疑義がある場合 

  ④参加者及び協力会社が審査関係者に対する不当な活動を行ったと認められる場

合 

（３）ヒアリング審査の概要は以下のとおりとする。 

  ①参加者からの提案書に関する概要説明 約１０分 

  ②委員会から参加者へのヒアリング 約１５分 

  ③参加者の出席人数は３人以内とする。 

  ④パソコン、液晶プロジェクター等の投影装置の使用は認めない。 

  ⑤説明用の追加資料の提示及び配布は認めない。 

（４）ヒアリングの詳細（会場、時間等）については、後日各参加者へ電子メールで

通知する。 

（５）審査結果は、ヒアリングを受けたすべての参加者に通知する。 



地域包括支援センター受託法人選定評価基準 

番
号 

評価項目 評価の視点 
評価点 

配点 
優れている ⇔ 劣る 

１ 
設置の趣意、運営方針 

及び業務内容 

① 地域包括支援ｾﾝﾀｰの業務を行うにあたって適切な理念か。 10 8 6 4 2 

45 

② 積極的に地域包括支援ｾﾝﾀｰの業務を行いたいという姿勢が感じられるか。 10 8 6 4 2 

③ 地域包括ｹｱ推進に向けての理念をもち、その取組が具体的で実際に期待できるものであるか。  5 4 3  2  1 

④ 地域におけるﾈｯﾄﾜｰｸの構築に向け、その取組が具体的で実際に期待できるものであるか。  5 4 3  2  1 

⑤ 権利擁護業務への取組みに向けての姿勢がうかがえるか。  5 4 3  2  1 

⑥ 包括的・継続的なｹｱ体制の構築に向け、その取組が具体的で実際に期待できるものであるか。  5 4 3  2  1 

⑦ 認知症総合支援事業への取組みに向けての姿勢がうかがえるか。  5 4 3  2  1 

２ 運営体制 

①  円滑な運営ができる体制がとれているか。  5 4 3  2  1 

15 ② 緊急時の連絡体制がきちんとできているか。  5 4 3  2  1 

③ 苦情解決体制を構築し、その苦情の改善に向けた姿勢がうかがえるか。  5 4 3  2  1 

３ 
公平性、中立性の確保 

の考え方 
① 介護・福祉行政の一翼を担う機関として、公益性の視点をもっているか。  5 4 3  2  1 5 

４ 個人情報の保護 ① 個人情報の取り扱いなど、個人ﾌｧｲﾙの保管やﾊﾟｿｺﾝ等の管理に対する配慮がなされているか。  5 4 3  2  1 5 

５ 事業計画・事業費見込 ① 適切な事業計画であり、妥当な事業費見込であるか。  5 4 3  2  1 5 

６ 
地域包括支援センター 

の設置場所・設置状況 

① 高齢者等が来所するにあたり、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰなどの配慮があるか。  5 4 3  2  1 
10 

② 相談スペース等が確保されているか。  5 4 3  2  1 

７ 職員状況 
① 必要な３職種の確保がなされているか。  5 4 3  2  1 

10 
② 職員が地域包括支援ｾﾝﾀｰの業務についての理念をもっているか。  5 4 3  2  1 

８ 法人の状況 ① 法人の運営状況について良好であるか。  5 4 3  2  1 5 

合計 100 

 


